


序　　　　　文

　本報告書は、アルメニア共和国においてリプロダクティブヘルスプロジェクトを開始すること

を目的として、2004 年 10 月に派遣された実施協議調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　本プロジェクトは、2003年５月にアルメニア共和国政府から周産期保健医療技術の向上を目

的とした技術協力プロジェクトの要請が出されたことを受け、2003年７月にプロジェクト形成

調査（母子保健）が行われ、その具体的な実施検討が始まりました。2004年１月には短期専門家

（母子保健医療）が派遣され、対象地域や協力内容について調査を実施するとともに、先方政府

関係機関との間で意見交換が行われ、技術協力プロジェクトの実施について基本的な合意が形

成されました。

　今般、これまでの調査結果を踏まえて、討議議事録を締結することを目的として、2004 年

10月３日から同年 10月９日までの日程で実施協議調査を実施しました。また、アルメニア共和

国に対する初の技術協力プロジェクトを実施するに際して、独立行政法人 国際協力機構 総務部

在外・安全対策グループ 安全情報チームによる安全確認調査を実施しました。

　ここに本調査にあたりまして、ご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表しますとと

もに、今後の本件プロジェクトの実施・運営に対しまして、一層のご協力をお願い申し上げま

す。

　平成 16 年 12 月

独立行政法人 国際協力機構
人間開発部

部長　末森　満
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１．調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　アルメニア共和国（以下、「アルメニア」と記す）では1988年の大震災、ソビエト連邦共和国

崩壊と独立、市場経済移行による経済的混乱、アゼルバイジャンとの武力紛争等によって、

1990年代にかけて社会経済状況が著しく悪化し、それに伴い保健医療セクターの機能と保健医

療サービスの質が低下した。また、アルメニアの保健医療サービス体制は、旧ソ連時代から施

設・人員ともに量的に供給過剰な状態で、慢性的な財政不足を引き起こしている。

　こうした状況の下、アルメニア政府は、2003年１月に派遣された保健医療分野企画調査員との

協議において同国の周産期保健医療分野における我が国との技術協力の可能性を検討した結果を

踏まえて、同年５月、周産期保健医療技術の向上を内容とする技術協力を我が国に要請した。

同要請を受け、同年７月のプロジェクト形成調査（母子保健）において、技術協力プロジェクト

の実施について双方による調査、検討が行われた。続いて翌2004年１月には短期専門家（母子

保健医療）が派遣され、対象地域や協力内容についてより詳細な調査がなされるとともに、双方

の間で意見交換が行われ、技術協力プロジェクトの実施について基本的な合意が形成された。

　今般、これまでの調査結果を踏まえて、プロジェクトの実施について先方政府関係機関と協議

を行い、討議議事録（R／D）を締結することを目的として、2004 年 10 月３～９日までの日程

で実施協議調査団が行われた。また、アルメニアに対して初めての技術協力プロジェクトを実

施することになるため、総務部在外・安全対策グループからも参団し、安全確認調査が同時に実

施された。プロジェクト実施協議調査及び安全確認調査における調査事項は以下のとおりである。

（1）プロジェクト実施協議調査

　　プロジェクトの内容、実施体制、専門家の安全確保や特権免除等について先方政府と協

議、確認を行い、討議議事録を署名・交換する。主な調査項目は次のとおり。

1）　プロジェクト実施内容について

　　2003年７月のプロジェクト形成調査及び2004年１月の短期専門家による調査を通じて先

方政府関係機関との協議のうえで作成されたプロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）の内容について先方政府関係機関と改めて検討、確認を行う。

2）　プロジェクト実施体制について

　　合同調整委員会（JCC）設置等も含め、プロジェクトの実施体制について先方政府関係機

関と確認する。また、日本側・アルメニア側双方の投入計画について検討を行う。日本側に

ついては、長期専門家を派遣せず、短期専門家をシャトル型派遣することについて説明を行

う。

３）　専門家特権免除等について

　　専門家に対する特権免除等（免責、免税特権、ビザ更新、移動手段の提供、住居の手配

等）について先方政府に確認する。

4）　アルメニア側人員配置について

　　保健省及びプロジェクトの対象となる産婦人科周産期医療センター、ラズダン産婦人科

病院、ガバール産婦人科病院の責任者を確定する。また、各プロジェクト対象病院でのカウ

ンターパート及び通訳や秘書等のスタッフ配置についても確認する。
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5）　アルメニア側負担資機材について

　　各プロジェクト対象病院での専門家執務室の整備について確認する。具体的には、執務

室設置、パソコン、コピー機等の各種機器配置、インターネットと国際電話の整備について

確認する。

（2）安全確認調査

　　専門家の安全確保や専門家の活動予定地（首都エレバン市、コタイク州、ゲゲルクニク州北

西部）の治安・生活状況について先方政府や国際機関等に確認するとともに、現地安全対策連

絡員の配置について検討を行う。

１－２　調査団の構成

所　　属

独立行政法人 国際協力機構 英国事務所 次長

独立行政法人 国際協力機構 総務部 在外・安全対策グループ

安全情報チーム チーム長

東京大学 大学院  医学系研究科 客員研究員

独立行政法人 国際協力機構 人間開発部 第四グループ 母子保

健チーム 職員

担　　当

団長／総括

安全確認調査

母子保健

協力計画

氏　名

岩間　敏之

谷口　　誠

野口　真貴子

佐々木　健太

１－３　調査日程

月　日

10月 ３日

10月 ４日

10月 ５日

10月 ６日

10月 ７日

曜日

日

月

火

水

木

調　　査　　内　　容

10：45    　成田発→ウィーン着（OS 052、谷口団員、佐々木団員）

22：20   　 ウィーン発→（OS 641、谷口団員、佐々木団員）

４：45    　エレバン着

９：30   　 団員合流（岩間団長、谷口団員、野口団員、佐々木団員）

10：30～　国際連合アルメニア事務所訪問

15：00～　外務省とのR／D協議

17：00～　保健省及び産婦人科周産期医療センターとのR／D協議

11：00～　ガバール産婦人科病院訪問

10：30～　世界銀行アルメニア事務所訪問

14：00～　R／D署名交換

16；00～　現地安全対策連絡員候補者面談

 9：30～　エレバン人文大学日本語学科教師面談

10：30～　生活状況等調査（ホテル、レンタカー）

14：00～　在アルメニア米国大使館訪問

※ 岩間団長：当日はアルメニア元研修員同窓会によるセミナーの実施

に従事

※ 野口団員：エレバン発（ロンドン経由にて帰国）
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月　日

10月 ８日

10月 ９日

曜日

金

土

調　　査　　内　　容

４：55    　エレバン発→モスクワ着（SU 192、谷口団員、佐々木団員）

15：30～　在ロシア日本国大使館にて帰国報告

19：55    　モスクワ発→（SU 581、谷口団員、佐々木団員）

※ 岩間団長：５：40 エレバン発→ロンドン着（OS 5642）

10：00    成田着（谷口団員、佐々木団員）

※岩間団長及び野口団員は、2004年９月21日から実施された無償資金協力「アルメニア共和国母子

保健改善計画」基本設計調査に参団ののちに、本調査団に継続して参団した。無償資金協力の内容

については『アルメニア共和国 母子保健改善計画 基本設計調査報告書』（2004年12月）を参照の

こと。

１－４　主要面談者

（1）アルメニア側関係者

1）　保健省（Ministry of Health）

Dr. Hayk Grigoryan,  Director, Department of International Relations

2）　外務省（Ministry of Foreign Affairs）

Mr. Gagik Ghalachyan  Acting Head of Asia ﾐPacific & Africa Department

Mr. Yuri Petrosyan, Head of Division, Asia ﾐPacific & Africa Department

3）　産婦人科周産期医療センター（Center of Perinatology, Obstetrics and Gynecology）

Prof. Razmik Abrahamyan Director

4）　ガバール産婦人科病院（Maternity Hospital of Gavar）

Dr. Hovhannes Chickoyan Director

 Dr. Paruir Kuroyan Assistant Director

5）　国際連合アルメニア事務所

Mr. Hamlet Mirzoyan Field Security Coordination Assistant

6）　世界銀行アルメニア事務所

Ms. Naira Melkumyan Portfolio Manager

7）　在アルメニア米国大使館

Mr. Justin Otto Regional Security Officer

8）　アルメニア JICA 帰国研修員同窓会（JICA Alumni Armenian Association）

Dr. Levon Movsesyan President

（2）日本側関係者

在ロシア日本国大使館

新美　　潤 経済部 公使　

位高　やよい 経済部 書記官

今井　成寿 経済部 書記官
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２．調査結果概要

２－１　プロジェクト実施協議調査

　2004年10月４日から先方政府関係機関との間でプロジェクト実施について協議を行い、10月

６日に岩間団長と先方政府関係者との間で討議議事録の署名・交換を行った（付属資料１．「討

議議事録（R／D）」を参照）。先方との主な協議事項及び協議の結果として合意に至ったプロジェ

クト概要は以下のとおりである。

（1）主な協議事項

1）　協力内容

　　産婦人科周産期医療センター、ガバール産婦人科病院、ラズダン産婦人科病院の３病院を

プロジェクト対象病院として、妊産褥婦と新生児の健康状態が改善されることをプロジェ

クト目標とする。このため、以下の指導科目の日本人専門家を派遣する。また当方より長

期専門家を派遣せず、短期専門家を複数回派遣することについて説明し、了解が得られ

た。これは、日本国大使館も JICA事務所もないアルメニアにおいて初のプロジェクトを実

施するに際して日本人専門家の安全管理上の面から短期派遣の利点が大きいこと、また、日

本人専門家による技術移転期間とアルメニア側カウンターパート自身による技術普及期間が

繰り返されることがプロジェクトの自立発展性に寄与するとの判断からである。

①　チーフアドバイザー

②　研修計画／業務調整

③　周産期疫学

④　周産期医療

⑤　周産期ケア

　　また、協力方法については専門家派遣及び研修員受入に限り、機材供与は原則として実施

しないことについて合意が得られた。これは、プロジェクト対象病院に対する無償資金協

力が実施される予定で、本実施協議調査に先立ち無償資金協力の基本設計概要書案説明の

ミニッツを署名・交換したことによる。また、カウンターパート研修については、まずプロ

ジェクト開始にあたり、プロジェクト・ディレクターとプロジェクト・マネージャーの両名

にプロジェクト対象病院の院長２名を加えた計４名に対して2004年12月下旬に２週間程度

の期間で実施することについて合意が得られた。

2）　カウンターパート及びアルメニア側負担人員配置

　　産婦人科周産期医療センター院長をプロジェクト・ディレクターとし、保健省国際関係

部長をプロジェクト・マネージャーとすることについて合意が得られた。これは、産婦人

科周産期医療センター院長が保健大臣顧問を兼務しており、保健省国際関係部長よりも職

位が上位であるためである。また、プロジェクトの対象となる３病院の院長が各病院にお

けるプロジェクト活動の責任者となることについて合意がなされた。

　　各専門家に対する通訳の配置については、アルメニア語－日本語通訳は傭上経費が高額

なため困難であるが、アルメニア語－英語通訳は可能であることについて確認がなされ

た。
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3）　アルメニア側負担資機材

　　産婦人科周産期医療センターにおける専門家執務室確保及び必要資機材設置について合意

が得られた。他方、残る２病院については執務室の確保は可能だが、資機材については予

算上困難との理由から当方負担とした。また、２病院は国内電話の通話状況も良好ではな

いため、インターネットの利用は困難とのことであった。

4）　合同調整委員会（JCC）

　　JCCの構成については下記のとおりで合意が得られた。なお、プロジェクトの詳細内容に

ついて外務省が関与するのは困難とのことから、外務省からは JCC に参加しないことが確

認された。

　 委員長：保健大臣顧問兼産婦人科周産期医療センター院長

　 委　員：アルメニア側

　①　保健省国際関係部長

　②　ガバール産婦人科病院長

　③　ラズダン産婦人科病院長

　④　その他のカウンターパート

日本側

　①　チーフアドバイザー

　②　研修計画／業務調整

　③　その他の専門家

オブザーバー（不定期）

　①　在ロシア日本国大使館員

　②　JICA英国事務所員

　③　JICAプロジェクト運営指導調査団員

5）　専門家特権免除等

　　首都エレバン市外への出張に際しての移動手段の提供、緊急時のサポートの提供、専門

家に関する安全情報の定期的提供、免税特権等について合意が得られた。なお、専門家へ

の住居提供については、先方の予算上困難等の理由から当方負担とした。

6）　技術協力協定の締結について

　　技術協力協定の締結について在ロシア日本国大使館と検討中である旨の説明を先方から受

けたが、本実施協議においては R／ D の内容についてのみ協議を行うことについて合意が

得られた。これは、締結時期が不確定である技術協力協定の締結を必ずしもまたずに、本

技術協力プロジェクトを開始すべきとの判断による。先方からは特権免除について同時並行

で議論することは必ずしも得策ではないとの意見もあったが、基本的には R ／ D に記載し

ている事項と技術協力協定の事項は同じであるため、本件の R ／ D を技術協力協定に先

立って署名することで混乱は生じないとの判断と、時期を逃さずにプロジェクトを開始し

たいという当方の要望により討議議事録の署名・交換がなされた。

（2）プロジェクト概要

1）　案件名

　　アルメニア共和国 リプロダクティブヘルス プロジェクト
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2）　協力予定期間

　　2004 年 12 月１日～ 2006 年 11 月 30 日（２か年間）

3）　プロジェクト実施内容

①　上位目標

アルメニアの妊産褥婦及び新生児の健康状態が改善される。

②　プロジェクト目標

　　プロジェクト対象病院である産婦人科周産期医療センター、ガバール産婦人科病院、

ラズダン産婦人科病院における妊産褥婦と新生児の健康状態が改善される。

③　期待される成果

成果１：プロジェクト対象病院の保健医療従事者が、効率的、効果的な科学的な根

拠に基づいた妊産婦保健医療・ケアと、その具体的な実践方法について理解

する。

成果２：プロジェクト対象病院において、効率的、効果的な妊産婦保健医療・ケアが

提供されるようになる。

成果３：産婦人科周産期医療センターとラズダン、ガバール両産婦人科病院との間

のレファレル体制が強化される。

④　活　動

１－１　科学的な根拠に基づいた妊産婦保健医療・ケアについての教材を開発する。

１－２　科学的な根拠に基づいた妊産婦保健医療・ケアについてのセミナーやワーク

ショップを実施する。

１－３　妊産婦保健医療・ケアについての最新の科学情報を得るためのコンピュー

ター環境を整備する。

１－４　妊産婦保健医療・ケアについての最新の科学情報を臨床に活用するための研

修を実施する。

１－５　科学的な根拠に基づいた妊産婦保健医療の観点から保健医療・ケアの実践内

容について改善を図ることを目的とした定期的臨床活動検討会を実施する。

１－６　科学的な根拠に基づいた医療の観点から妊産婦保健医療・ケアの実践内容を

モニタリング及び評価する。

２－１　対象病院での妊産婦健康診断や巡回診療における診療及びケアを強化する。

２－２　妊産褥婦及び新生児の健康状態のモニタリングと評価方法を改善する。

２－３　医療従事者を対象とした実践的研修を実施する。

３－１　産婦人科周産期医療センターとラズダン、ガバール両産婦人科病院との間

のレファレル・システムについてのスタンダード・マニュアルを整備する。

３－２　産婦人科周産期医療センターとラズダン、ガバール両産婦人科病院との間

の診療記録共有体制を強化する。

３－３　産婦人科周産期医療センターとラズダン、ガバール両産婦人科病院との間

で定期的な連絡会を実施する。

２－２　安全確認調査

　プロジェクトサイトのうち首都エレバン市から最も離れており、車で約１時間半の距離にあ
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るガバール産婦人科病院（ゲゲルクニク州）を訪問し、当地の治安状況を確認した。また、国際

連合アルメニア事務所の Field Security Coordination Assistant、米国大使館のRegional Security

Officer 等と面談し、治安情報を収集したうえで、専門家等派遣に際する安全対策措置案を作成

した。主な措置は、通信手段の携行、安全情報収集・分析の強化、安全な交通手段の確保等であ

る。安全確認調査の詳細については付属資料２．「アルメニア安全確認調査結果報告」を参照の

こと。

　また、アルメニア国 JICA帰国研修員同窓会長から現地安全対策連絡員候補者として紹介を受

けた人物に対して面接を行い、採用についての検討を行った。
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３．プロジェクト実施上の留意点

３－１　無償資金協力との連携について

　本技術協力プロジェクトの対象となる産婦人科周産期医療センター、ガバール産婦人科病

院、ラズダン産婦人科病院に対しては、技術協力と同時に無償資金協力も実施される予定であ

り、2005年末までに機材が設置される見込みである。無償資金協力により必要性の高い医療機

器は供与されることから、プロジェクトによる機材供与は必要最小限に抑え、医療機器の供与は

原則として行わない予定である。また、無償資金協力の機材には産科分娩台が含まれているが、

これについてはLDRベットが供与される。この背景には、プロジェクトの成果にあげられてい

る「科学的な根拠に基づいた妊産婦保健医療・ケア」を実現するという観点からもLDRベットを

供与する重要性が高いと認識されていることがある。なお、無償資金協力の内容については

『アルメニア共和国 母子保健改善計画 基本設計調査報告書』（2004 年 12 月）を参照のこと。

３－２　その他の留意点

　本実施協議調査及び無償資金協力「母子保健改善計画」基本設計調査に参団した岩間団長のア

ルメニアに対する保健医療協力全般に関する所感は次のとおり。

（1）アルメニアに対する技術移転について

　　プロジェクトの実施協議調査における実質的な協議相手は保健省国際協力部長と産婦人科周

産期医療センター所長のみであった。カウンターパートの１人であるガバール産婦人科病院長

にも面会して本件の内容の理解度を探ってみたが、オーナーシップはあまり感じられず、過

去に３回の調査が行われているにもかかわらず、アルメニア側関係者間でプロジェクト実施

について情報共有がなされていないようである。また、帰国研修員同窓会主催の ODA セミ

ナーでも一方的に当方の説明を聞き、積極的に質問しないアルメニア人に接して、これは慎重

に技術移転を行う必要があると感じた。プロジェクトを通じて新たな方法論を導入する場合は

現場の人たちへの技術移転の方法、その効果測定について引き続き注意深く検討する必要が

ある。アルメニア人は必ずしも自己主張が強くはない面が見受けられるため、日本人専門家

から言われたことに対して素直に対応すると思われるが、本当に納得しているかどうかにつ

いて注意したほうがよい。本件はいろいろな医療関係者の協力を得ているが、その場しのぎ

の対応に惑わされないように、医療関係者だけでなく多様な人材による技術移転の成果に関

する運営指導や評価が強く望まれる。

（2）本技術協力プロジェクトの進め方について

　　それでは、今回の討議議事録の署名・交換は時期尚早かというと、以下の理由から時期とし

ては妥当と判断した。

　　旧ソ連時代の医療は大病院による手厚い医療サービスを前提としていたために、施設、設

備、医師に非常に大きな資金を投入していた。このために、ソビエト連邦共和国崩壊後に当時

の規模での医療サービスの提供が国家財政の悪化とともに不能に陥ったものである。したがっ

て、現在のリソースにて最適の医療サービスを行う必要があるが、特に人材面では医師に過

度に偏った体制から様々なレベルの医療従事者の最適配置と分業体制に素早く移行する必要が
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ある。しかし、医療従事者、医療サービスを受ける側双方ともそのような体制には慣れてい

ないために、討議議事録（R ／ D）やプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）にす

べての活動や成果を書いたとしても、それらは現在のアルメニアの特に地方医療の世界では

「理想」あるいは「論理」に過ぎない。詳細な設計図を時間をかけて練り上げるよりは目標だ

けをしっかりもち、活動については状況に合わせてフレキシブルに対応するほうが得策では

ないかと思う。これは過去の医療案件のなかには非常にアンビシャスかつ壮大・緻密な PDM

を作成し、それが却ってプロジェクトの運営に支障を来たした案件もあったことに対する反

省である。また、何度も事前調査団や短期専門家を派遣し、論理的整理を繰り返し行いなが

ら、実際の活動が容易に始まらなかった場合もあったという反省からでもある。

　　他方で、現時点では本プロジェクトが「練り優れた」ものではないことは明白である。特

に、何をもって成果を判断するかについては、残念ながらこの時点で見通せていないのは、

大きなリスクファクターである。このため、プロジェクトの開始後に指標の見直しを目的と

して短期専門家を派遣したり、中間評価を試みてどの指標が本プロジェクトの成果を最もよ

く表しているかを検討する必要がある。できれば、本報告書と今後の専門家や調査団の報告

書を合体させたものをプロジェクトの基本資料と位置づけ、終了時評価にて、今回の判断に

ついての率直な評価を得たいところである。

（3）技術協力プロジェクトの日本側支援体制について

　　アルメニアを含めてコーカサス３か国には JICA 事務所が存在せず、英国事務所の所管と

なっている。これまでも在ロシア日本国大使館から多大な協力を得ているが、プロジェクト

実施において安全管理やロジスティックに関する日常業務については、在ロシア日本国大使

館の支援を前提にすることはできない。このため、グルジアの例に倣い、今般アルメニアに

おいても現地安全対策連絡員を配置することにした。グルジアの経験から業務内容には安全対

策だけにかかわらず、政治・経済の情報収集や調査団・専門家への支援や助言なども含まれ

ており、英国事務所としては安全対策連絡員を中心としたバックアップ体制を構築しようと

考えている。さらに、当人へのカウンターバランスとして帰国研修員同窓会組織を活用する

こととし、今般初のセミナーを実施し、新生JICAや本プロジェクトについての周知を行った。

今後も同窓会や安全対策連絡員をうまく活用することで、本プロジェクトがアルメニアに認

知される基盤を築いていきたい。できれば、プロジェクトの節目などに成果や活動を同窓会

誌に投稿いただければ幸いなので、関係者のご協力をお願いしたい。

（4）アルメニアにおける保健医療機関の「民営化」について

　　アルメニアでは国営組織の売却若しくは株式化が進められており、医療施設も地方の医療

施設を除けば主なものは株式化された。株式の買い手さえつけば民間資本の手に渡ることにな

り、コニャック会社など収益性が高い組織は外国資本に株式を購入されてしまった。しか

し、貧困者への医療費が低く抑えられている医療施設では収益性がないために、医療施設の

株式の大多数は従業員や組織の関係者が保有している。つまり、アルメニアでは株式化は民

間資本の導入よりは資産の明確化と経営責任の明確化という目的で行われており、日本が特

殊法人や国立の大学や研究所を独立行政法人化したことによく似ている。無償資金協力あるい

は技術協力を実施する場合は、対象施設が「民営化」されていないという方針を我が国はとっ
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てきたが、例えば診断センターは５年前の時点で既に株式化されていたために、無償資金協

力の対象にはならなかった。しかし、過去に無償資金協力を実施したアルメニア医療セン

ターや今回の協力対象施設である産婦人科周産期医療センターも現時点では株式化され、既

に診断センターと同格になってしまった。当然ながら診断センター所長は隣のアルメニア医療

センターへの無償資金協力を不公平と認識しており、無償資金協力についての強い要望が再

度寄せられた。このことから分かるように、「民営化」の定義はあいまいであり、「株式の過半

数が役員及び従業員で占められていて、役員及び従業員自らが経営責任を負っている施設」

と再定義したほうが適切と思われる。

３－３　プロジェクト開始に至るまでの経緯

平成 15 年 １月 短期専門家（保健医療分野企画調査員）派遣。

（2003 年）

平成 15 年 ５月 アルメニア共和国保健省より周産期保健医療技術の向上を目的とした技術

（2003年） 協力プロジェクトの要請書が正式に提出される。

平成 15 年 ７月 プロジェクト形成調査団（母子保健）派遣。調査内容については『アルメ

（2003年） ニア共和国 プロジェクト形成調査（母子保健）調査結果報告書』（2004 年

３月）を参照のこと。

平成 16 年 １月 短期専門家（母子保健医療）派遣。プロジェクトの対象地域や協力内容に

（2004年） ついて調査するとともに、先方政府関係機関と意見交換。詳細については

付属資料４．「短期専門家報告書」を参照のこと。

平成 16 年 10 月 実施協議調査団派遣。R／ D署名・交換。

（2004 年）

平成 16 年 12 月 プロジェクト開始（～ 2006 年 11 月）。詳細については付属資料５．「事

（2004年） 業事前評価表」を参照のこと。



付　属　資　料

１．討議議事録（R／D）

２．アルメニア安全確認調査結果報告

３． 面談概要

４．短期専門家報告書（母子保健医療、2004年１月６～27日）

５．事業事前評価表
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